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１．はじめに

平成18年の診療報酬改定は各分野に多大な影響を及ぼした。心臓リハビリテーション分野においては、学会の要望により対象疾患が増えた点は評価できたが、疾患別リハビリテーションの一つとして、脳血管等疾患・運動器疾患・呼吸器疾患と同列の考え方が導入されたため、少なからず問題が生じた。平成18年3月に急遽、「心臓リハビリテーション料」を算定していた医療機関にアンケート調査を行ったが、今回の改定で心臓リハビリテーションの継続が困難な状況にある施設が多くみられた。そこで改定後1年経過したところで改めて、新しい診療報酬算定基準・施設基準施行下での、各施設の現状と意見を調査することとした。

２．対象と方法

　対象は、日本循環器学会専門医教育指定病院924病院と関連施設313病院の計1338病院とし、平成19年2月23日に質問紙を郵送し、記名方式で回答してもらい、2月28日までに郵送で回収した。

３．アンケート結果

A．回答施設の背景

回答は208施設からあり、回答率は15.5％であった。

回答のあった208施設のうち112施設は「心大血管疾患リハビリテーション料」届出医療機関で、その内訳は、施設Ⅰが73施設、施設Ⅱが39施設であった（図1）。94施設は施設届出をしておらず、2施設は無回答であった。回答施設を都道府県別にみると、北海道、東京、神奈川、石川、愛知、京都、大阪、福岡、大分からの回答が多く、青森、秋田、鳥取、島根、鹿児島からの回答はなかった（図2）。

回答のあった施設の95％に循環器科があり、69％にICUあるいはCCUを持ち、85％に心カテ室を持っていた（図3）。心臓血管外科は53％の施設にあり、50％で心臓血管外科手術が行われていた。

理学療法士は83％の施設にひとり以上いたが、6施設にはいなかった。作業療法士は62％の施設にひとり以上いたが、36施設にはいなかった。臨床検査技師は72％の施設にひとり以上いたが、3施設にはいなかった。管理栄養士は69％の施設にひとり以上いたが、4施設にはいなかった。臨床心理士は21％の施設にひとり以上いたが、89施設にはいなかった。健康運動指導士は10％の施設にひとり以上いたが、113施設にはいなかった。

Ｂ．心臓リハビリテーションの現状

１）心大血管疾患リハビリテーションの施設認可

①「心大血管疾患リハビリテーション料」の算定状況

心大血管疾患リハビリテーション料届出医療機関のうち実際に算定している施設は、施設Ⅰでは65施設（89％）、施設Ⅱでは32施設（82％）であった（図4）。今回新たに算定するようになったのは47施設（23％）であった。
②「心疾患リハビリテーション料」を算定していて、今回「心大血管疾患リハビリテーション料」を算定しない理由として、スタッフ不足17施設、専用訓練室の面積不足7施設、施設備品不足6施設であった（図5,6）。スタッフ不足のうち医師不足9施設、看護師7施設、理学療法士7施設であった（図7）。備品の不足として、除細動器、救急カート、運動負荷試験装置が各2施設、酸素供給装置、心電図モニター、ホルター心電計が各１施設であった。85％が今後算定を考えていたが、そのうちの54％は非現実的という回答であった（図8）。
③心大血管疾患リハビリテーション料を算定していない施設は94施設で、その理由としては、スタッフ不足78施設（83％）、専用訓練室の面積不足44施設（47％）、施設備品不足33施設（35％）であった（図9）。スタッフ不足のうち医師不足52施設（67％）、看護師59施設（76％）、理学療法士62施設（79％）であった（図10）。備品の不足として、運動負荷試験装置21施設、除細動器、トレッドミルあるいはエルゴメータが11施設、酸素供給装置10施設、心電図モニター9施設、ホルター心電計、救急カートが各7施設、血圧計1施設であった（図11）。今後、算定を考えていると回答したのは21施設（22％）であった。
２）リハビリテーションの算定に関わるスタッフ数

①現状の配置人数（社会保険事務所への届出数）（表1）

専任の医師、専従の看護師あるいは理学療法士を届け出る必要がある。届け出ている職種とその施設数を表1に示した。

②リハビリテーションチームの構成員（表2）

診療報酬に関わらずに心臓リハビリテーションに関わっている職種として、臨床検査技師と管理栄養士が参加している施設が多かった。

③スタッフの役割分担

112施設中98施設（87.5％）では「職種によって役割が決まっている」、と回答し、その役割分担については図12に示した。医師、看護師、理学療法士以外に作業療法士の分担が多くみられた。
３）施設設備の状況

①訓練室について

131施設中、専用訓練施設があるのは88施設（67.2％）であった。訓練室の数は119施設中、１か所107（90％）、2か所11（9.1％）、3か所1（0.9％）であった。専用のリハ室を持っているのは42％で兼用のリハ室は21％であった。
総面積は図13に示した。訓練室の面積は46～60m2が41施設と一番多かった（図13）。

専用訓練室の面積については、「患者数に応じた面積にするべきだ」と考えるのは96施設中74施設（77％）、「そうは思わない」の22施設を大きく上回った。
　②必要装置・備品の設置場所（図14）
施設基準に挙げられている備品は多くは訓練室に設置されていたが、訓練室にはなく、院内にある施設もあった。
③運動負荷試験装置として準備している器具（図15）
運動負荷試験装置として呼気ガス分析器の保持施設は69施設と少なかった（図15）。

Ｃ．診療報酬に対する要望

１）追加すべき対象疾患

高血圧、不整脈、糖尿病、メタボリック症候群、開心術前、高脂血症、心不全（条件見直し）、急性心筋炎、たこつぼ型心筋症、冠危険因子保有者などが挙げられた。

２）算定方法

①評価の算定方法（支払方式）（図16）

　各種診療行為に対する算定方法について質問した。概ね従来通りの算定方法を支持していた。

②運動処方箋作成料（図17）

運動処方箋作成料は「別算定とする」意見が39％と一番多かったが、「心大血管疾患リハ料に含む」も31％と次に多かった。

　③妥当な診療報酬点数（運動処方箋作成料）（図18）
診療点数としては500-599点が26％で最も多く、次は100-149点で23％であった。
　④運動負荷試験（トレッドミル・エルゴメータ心肺運動負荷試験）の診療報酬点数

妥当と考えられるトレッドミル負荷試験点数（図19）
トレッドミル負荷試験の点数は「700-799点」という意見が最も多く、以下「1000点以上」が続いた。

妥当と考えられる心肺運動負荷試験点数（図20）

心肺運動負荷試験の点数は1500点という意見が最も多かった。

３）心リハのスタッフ

①認定の基準スタッフ数（図21）
保険診療上の施設基準の認定において必要と考えられるスタッフについて、医師、看護師、理学療法士の施設基準として、「専従ではなく専任でいい」という意見が最も多く、次に「病院の規模や運営に応じて専任で配置」が続いた。

②医師の直接監視の必要性について

医師の配置については、「常時訓練室にいる必要がある」と思うのは20（9.6％）、「院内にいてすぐに駆けつけられればいい」137（65.9％）、「心カテ・手術をしていても構わない」11（5.3％）、「その他」11（3.4％）、無回答33（15.9％）で、前回の基準通り、「院内にいてすぐに駆けつけられればいい」という意見が最も多かった。
③理学療法士の配置

心大血管リハビリテーションに「専従」とされている理学療法士は、「専従」から「専任」とし、他の疾患別リハビリテーションを兼任しても良いという意見に賛成が158施設（76％）、反対12施設（6％）、わからない3施設（3％）、無回答32施設（15％）であった。

４）設備装置

①訓練室の規定面積について（複数回答可）（図22）

訓練室の面積について、「面積条件は不要」という意見が92施設と最も多かった。

②備品について（複数回答可）（図23）

備品の設置場所については、「運動負荷試験装置は訓練室内ではなく院内にあればいい」、という意見が多かった。
５）診療報酬点数（図24,25）
現在の診療報酬評価について、施設Ⅰ（250点／1単位）は安い38（23％）、適当112（68％）、高い14（9％）であった。施設Ⅱ（100点／1単位）は安い86（56％）、適当64（42％）、高い3（2％）であった。希望の点数は図に示す。理想点数として、施設Ⅰは250-299点、施設Ⅱは200点という意見が最も多かった。

６）その他

①心大血管疾患リハビリテーションの位置づけ

心大血管リハが他のリハと一緒の項目になっていることについて、問題ある84（40.4％）、問題なし78（37.5％）、無回答46（22.1％）であった。

②施設の区分

施設ⅠとⅡに分かれたことについて、問題ある77（37.0％）、問題なし84（40.4％）、無回答47（22.6％）であった。

③報酬算定の期間

算定期限として、「当該療法開始から150日間」という制限がついて、心疾患リハより短縮しているがどう思うか、という質問には、「短い」29（13.9％）、「適当」42（20.2％）、「長い」4（1.9％）、「症例毎に異なる」79（38.0％）、「制限なし」22（10.6％）という回答で、「症例毎に異なる」という意見が最も多かった。

７）心大血管疾患リハビリテーションの経験の定義（図26,27,28）
「心大血管疾患リハビリテーションの実施経験がある」の定義について、医師の場合は、「心臓リハ指導士」、「循環器内科および心臓血管外科5年以上経験あり」であった（図26）。看護師の場合は、「循環器系病棟勤務2年以上」、「心リハ指導士」であった（図27）。理学療法士は「心疾患リハに携わっていた」と「心リハ指導士」であった（図28）。
D．今回の改定に対する対案について

１）施設Ⅰ

①医師の配置は専任の医師の管理下に実施し、非常事態に対応できればいい、という意見に賛成が56.3％、反対が1.9％、無回答41.8％であった。

②コメディカルスタッフは「～経験を有する専任の常勤理学療法士又は専任の常勤看護師がいずれか1名および心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する専任の理学療法士、専任の看護師、専任の臨床検査技師、または専任の管理栄養士が1名以上勤務していること。」に賛成が47.6％、反対9.6％、無回答42.8％であった。

③診療報酬点数は、「専任医師の直接監視下」の緩和を前提に1単位200点にするという案に賛成が40.0％、反対が13.9％、無回答46.1％であった。

２）施設Ⅱ

①算定単位数について「要件なし」に賛成が48.1％、反対が2.4％、無回答49.5％であった。

②コメディカルスタッフは「～心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する専任の常勤理学療法士、看護師、臨床検査技師、または管理栄養士が1名以上勤務していること。」に賛成が42.3％、反対が9.6％、無回答48.1％であった。

３）施設Ⅰ・Ⅱ共通

①リハ室の面積については、「施設（Ⅰ）については30m2以上。施設（Ⅱ）については要件なし（※）機能訓練室は患者数に応じて医師の判断で設定」という意見に賛成が44.2％、反対が7.2％、無回答48.6％であった。

②同一施設での（Ⅰ）（Ⅱ）の両方算定可能という意見については修正案に賛成が47.1％、反対が11.5％、無回答41.3％であった。

５．結論

今回の診療報酬改定に関してアンケート調査を行ったが、施設基準について現実にそぐわないことが多く、多くの回答者は施設基準の実状に見合った見直しが必要と考えていることが示されたものと考える。
図表の説明

図1. 回答施設の心大血管疾患リハビリテーション料届出状況

図2. 回答施設の地域分布と施設認定状況

図3. 回答病院の標榜診療科、院内施設、手術の状況

図.4 心大血管疾患リハビリテーション料の算定状況

図.5 平成18年4月の診療報酬改定前の「心疾患リハビリテーション料」算定状況

図.6 平成18年4月の診療報酬改定前には「心疾患リハビリテーション料」を算定していて、心大血管疾患リハビリテーション料を算定しなくなった理由

図.7 スタッフ不足の内訳（複数回答あり）
図.8今後算定を考えているか

図.9 心大血管疾患リハビリテーション料を算定していない理由

図.10 スタッフ不足の内訳（複数回答あり）

図.11 施設備品不足の内訳

図.12 スタッフの役割分担の状況（複数回答あり）

図.13 訓練室の面積

図.14 施設に配備されている備品の配置場所

図.15 運動負荷試験装置として準備している器具

図.16 評価の算定方法

図.17 運動処方箋作成料について

図.18 妥当と考えられる運動処方箋作成料（点）

図.19 妥当と考えられるトレッドミル負荷試験料（点）

図.20 妥当と考えられる心肺運動負荷試験料（点）

図.21 施設認定の基準について

図.22 訓練室の面積について（病院45m2,診療所30m2以上）

図.23 備品の配置場所

図.24 希望点数（施設Ⅰ）（点／単位）

図.25 希望点数（施設Ⅱ）（点／単位）

図.26 心大血管疾患リハビリテーションの経験ある医師

図.27 心大血管疾患リハビリテーションの経験ある看護師

図.28心大血管疾患リハビリテーションの経験ある理学療法士

表1. 算定に関わるスタッフ
表2. 心臓リハに関わっているコメディカルスタッフ
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